
１、はじめに ～規範意識とゼロトレンランス～

2014年６月に、大阪市教育委員会は子どもの問題行

動に対し、具体的な指導案の内容をまとめた。そこで

は、一定レベルを超える悪質な問題行動を繰り返す児

童・生徒を在籍する市立学校から引き離し、１カ所に

集めて指導する「特別教室」を新たに設けるという（朝

日新聞2014年６月９日）。そこでの一定のレベルとは、

校内暴力、非行、著しい授業妨害などが想定されてい

る。具体的には、「問題行動の５段階」として、「レベ

ル１」（無断欠席や遅刻、反抗的言動、服装、頭髪違反）

「レベル２」（暴言・賭け事・授業妨害・器物破損行為）

「レベル３」（暴力・暴言・脅迫・強要行為・無免許運

転・喫煙・著しい授業妨害）「レベル４」（激しい暴力・

恐喝行為・危険物所持・窃盗行為）「レベル5」（極めて

著しい暴力・凶器の所持・強盗行為）などに分類され

ている。とりわけ、「レベル４」と「レベル５」に該当

する場合、特別教室で指導され、その際、出席停止や

警察など関係機関へ連絡したうえで、行為の悪質さや

周囲への影響の大きさなどを考慮して期間を定めると

いう。その一方で、問題のある子どもの安易な「排除」

につながるとの批判もある。また、2012年には文部科

学省が、いじめのうち刑罰法規に抵触する行為につい

て通知を出すなど、児童・生徒への法的措置を求める

動きも出てきている 。

この背景には、2011年の「大津市中２のいじめ自殺

事件」による対応もあるが、2005年の「新・児童生徒

の問題行動対策重点プログラム」や、それに応えた2006

年の国立教育政策研究所『「生徒指導体制の在り方につ

いての調査研究」報告書－規範意識の醸成を目指して』

において、米国流『ゼロトレランス』（寛容度ゼロ指導）

を下敷きに文部科学省が生徒指導厳格化の方策をまと

めている。そこでは、生徒指導体制の見直しと規範意

識の醸成が示され、特に小中学校に対し、問題ある児

童生徒への出席停止措置について強い調子で促してい

る。

また、東京教育委員会では対象の範囲を小中学校か

ら高校へ拡大しようとしている。2013年に基本的な

ルール・マナーの理解や実践力の向上を図るための「生

活指導統一基準」を導入し、2015年には全都立高校で

実施するという。生徒の規範意識や公共の精神を高め

ることをねらいとする一方で、生徒への懲戒処分内容

を含めた「特別指導の指針」を策定している（表１）。

「生活指導統一基準」導入の背景としても「規範意

識の低下」が挙げられている 。しかし校長や現場教師

からは「生徒との信頼関係を損ないかねない」との声
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も上がっているものの、「子どもに対して寛容さゼロ」

の「生徒指導」といった学校教育の厳罰化が進んでい

るといえる。

この「ゼロ・トレランス方式」（zero-tolerance
 

policing）は、「“寛容さなしの生徒規範律指導”という

ことです。暴力、いじめ、麻薬、アルコール、教師に

反抗などの重大な規律違反に対しては、その理由の如

何を問わずに、“寛容さなしに”規則に従って、放校を

含む毅然とした処罪措置をするという方式です」と指

摘される厳しい生徒指導である。ある意味ではわかり

やすい論理として支持を得やすいが、教育的な可能性

を持った子ども達を否定する余地も指摘される。さら

には、子ども達の教育を受ける権利や「子どもの権利

条約」と関係性について考えるならばより慎重に教育

現場で対応する必要があるといえる。

本論文では、昨今教育現場の指導が厳密化するなか

で、子どもたちの規範意識を「ゼロ・トレランス方式」

や「道徳教育」などによって対処法的なものを示すの

ではなく、法的根拠や法意識を育む中で再度構築する

必要があると考える。なぜならば規範意識の低下の背

景には、他者への理解や尊重そして共同・共生などの

意識付が十分に行われてない現れとして、フランスな

どではヨーロッパ市民になるための時間として「市民

教育」（シティズンシップ教育）が強化されているから

である。日本では、「シチズンシップ教育」は、積極的

に社会参加するための能力と態度を育成する実践的な

教育が目指され、議論、体験、行動を通して学びによっ

て模擬投票、模擬裁判が行われている。ここでは、高

校生たちの法意識と公民科教育での実践授業を通じて

高校生規範意識形成とシチズンシップ教育の可能性と

その在り方を考えていきたい。

２、高校たちの憲法意識

2014年３月、日本高等学校教職員組合（日高教）で

は、『憲法を守り生かす』という2012年度高校生一万人

の憲法意識調査の結果を報告した 。特にこの報告書が

評価できるのは、1977年から４～５年に一度、「高校生

の憲法意識調査」を行なってきている点である。その

一部を紹介したいと思う。

(1)憲法の学びについて

「憲法をどの程度読んだことがあるか」という項目

では、これまで憲法を「読んだことがない」という回

答が増える傾向がみられていたが、1987年以来減少に

転ずる結果となり、高校生の約97％が、憲法を学んで

いるものであった。憲法を初めて学んだ時期を見てみ

ると前回と比較すると、小学校は微増、中学校・高校

では変化がなく、「学んだことがない」は、４％台から

２％台へとなり、高校生の96.8％がなんらかの形で憲

法を学んでいることがわかる。

(2)基本的人権について

憲法第11条の基本的人権に関する項目では、「基本的

人権が尊重されている」と答えた生徒は、1977年の調

査開始以来ずっと２割に達していなかったが、今回初

めて25.3％と２割台を大きく超える結果となった。ま

た、1992年から選択肢を若干変変えているが、「尊重さ

れていない部分もある」と「全く尊重されていない」

を合わせた割合が５割～８割で推移しており、半数以

上の高校生は、依然として基本的人権が尊重されてい

ないと感じていた 。

第13条の「幸福追求権」についてでは、「尊重されて

いる」と答えた生徒は、26.4％にとどまったのに対し、

「（尊重）されていない部分がある」と「まったく尊重

されていない」を合わせると44.1％という結果であっ

た。

第14条の「法の下の平等」に関してとりわけ「差別」

についてでは、差別が「ある」「どちらかといえばある」

を合わせると、実に８割近くに達しており、多くの高

校生が何らかの差別があると考えていた。具体的には

「身体・容姿」が５割をこえ、「学力・学歴」、「人種・

国籍」、「社会的身分」、「男女」も４割をこえる結果で

あった。また、「所得、賃金、収入」をあげた生徒も37.8％

にのぼり、貧困と格差が拡大する中にあって、苦しい

家計の状況を生徒たちも実感していることが表われて

いえる。

第25条の「生存権」に関しては、「健康で文化的な生

活」が保障されているかについては、「どちらかという

と」を含めて「思う」と答えた生徒は、半数をやや超

えるにとどまり、「どちらかというと」を含めて「思わ

ない」生徒は30.6％という結果であった。

(3)政治参加と憲法改正

憲法に照らして、「今の日本社会に満足しているか」

の項目では、「満足している」は22.8％にとどまり、「あ

まり満足していない」と「満足していない」を合わせ

ると、約５割の高校生が、「わからない」も含めると８

割近い高校生が、満足している状況にないことが明ら

かになった。

「18歳選挙権」の項目では「賛成」は前回20.4％か

ら29.0％まで伸びているが、「反対」と「どちらともい

えない」が合わせて５割を超えているものの、「反対」

と答えた高校生が15.8％とこれまでで最も低く、最も

表１ 「特別指導の指針」

(資料)「生活指導統一基準」より作成

問題行動 対応 指導内容

自転車二人乗り、自転車の暴走行為 説諭、訓告

授業妨害、暴言、器物破損 説諭、訓告、
停学

携帯電話やネットによる誹謗中傷 訓告

飲酒、喫煙等の行為、窃盗(万引き
など)、定期考査等での不正行為

停学

「威圧行為」「いじめ」等の行為
覚せい剤やシンナー等の薬物使用

停学、退学

傷害、恐喝、放火 退学

矯正指導
面接指導
カウンセ
リング
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高かった1977年時43.4％の約３分の１にまで減少する

などし、少しずつ社会や政治への関心を高めているこ

とが伺えた。

最後に「憲法改正の可否を問う国民投票」では、「賛

成」が32.9％で、「反対」の13.4％を上回り、これは、

「18歳選挙権」の「賛成」29.0％を若干上回っていた。

しかし、「どちらともいえない」と「わからない」を合

わせると、半数以上にのぼっており18歳選挙権ととも

に、憲法改正の国民投票について、高校生の主権者意

識を高めていくことも課題である。

ここまで『憲法を守り生かす』の調査結果を見てき

た。高校生の憲法に対する意識や憲法を通じて社会の

まなざしを見ることができた。しかし公民科教育の現

場では、憲法を通じた法教育や主権者教育を行うこと

の困難さが指摘されている。現職教員の菅沢は、公民

科教育でのディベート実践に対する保護者からのク

レームや進学校において視聴覚教材を使用することの

困難さなどを紹介し、次のように公民科教育の現場を

語っている。「生徒や保護者から望まれる授業は、教科

書を万遍なく終わらせ、センター試験や私大受験を意

識した受験に役立つ授業である。余計なものはやめて

くれという声が、これまで蓄積された社会科教育を崩

壊させている」と、さらには大学生へのアンケートで

は彼らが感じている公民科授業は「学生の回答は毎時

間、プリントが配られ、そこには空欄があり、答えを

埋めながら教員の解説聞く授業であったと回答してい

る」、「公民系の授業は『受験に出るところを効率よく

暗記する授業であった』という回答もあった」と述べ

ており、この授業感や教員感を払拭することが公民科

教育法の課題であるという。

３、高校公民科教育における法教育実践

(1)公民科教育における法教育

次に公民科教育においてとりわけ法教育に焦点をあ

わせて法教育の授業実践について見ていきたいと思う。

2001年の司法制度改革審議会意見書から始まった法

教育は、2006年の教育基本法の改正を受け、2008年文

部科学省の学習指導要領改訂案により、教育課程の中

での法教育が明確に位置づけられた。改訂学習指導要

領における「法教育」は、社会科・公民科、道徳、特

別活動など多様な領域で学習することが可能になった

が、その中心は社会科・公民科になっている。

特に、「現代社会」については、「倫理、社会、文化、

政治、法、経済の内容にかかわる現代社会の諸課題を

取り上げて、人間としての在り方生き方についての学

習や、議論などを通して自分の考えをまとめたり、説

明したり、論述したりするなど課題追究的な学習をよ

り一層重視するよう改善を図る」とされている 。

一方で全国民主主義教育研究会は継続的な「法教育」

研究に取り組んでおり、憲法教育の充実を図ることを

主眼として研究を進めている。憲法の価値・考え方を

子どもによりわかりやすく教えていくことも大切であ

るとしている。

矢吹は、2006年の段階において「現在の憲法学習は、

（中略）一方的な知識教育となって」おり、「そのため

憲法を自分自身のこととして習得することができず、

自らシステムを構築するという認識が欠落する問題点

が存在し、その結果、統治客体としての国民の育成し

かできていない」としている 。その上で矢吹は、その

ような現在の憲法教育の問題点を克服する思考型の教

育として、法務省法教育研究会の示す法教育を提唱し

ている。ここで示された法教育に関して４つの授業事

例（中学校公民的分野）として「ルールづくり」「私法

と消費者保護」「憲法の意義」「司法」が示されてい

る 。そこでの授業内容は、概念的、抽象的でかつ用語

や数字などを覚えさせるような授業ではなく、具体的

な事例を取り上げたものである。簡単に４つの授業例

を紹介すると①「ルールづくり」では、地域で発生す

る可能性のある紛争として、ごみ収集や騒音について

考え町内会規約を作成し、「みんなで合意」を目指すも

の。②「私法と消費者保護」では、売買契約書を作成

し、契約書作成の意義と契約自由の原則から悪徳商法

や消費者法を理解する。③「憲法の意義」は、「みんな

で決めて良いこと」「決めてはいけないこと」をクラス

で話し合い民主主義と立憲主義の原則などを学び憲法

の存在意義を論理的に展開する。④「司法」は、話し

合いで紛争解決ができない場合に裁判が利用できるこ

とや紛争事例を取り上げての模擬裁判や裁判員制度な

どロールプレイを通じて、理解するものである。

(2)フィールドワーク教育と模擬裁判

ここでは、先に紹介した法教育研究会が示した４つ

の授業のうちの「司法」を中心に、筆者が中学校社会

科及び高校公民科の非常勤講師をしていたときの教育

実践を紹介し、法教育の授業実践を考えていきたい。

①中学校社会科でのフィールドワーク

中学校社会科では、平和教育の一環として、神奈川

県川崎市にある明治大学平和教育・登戸研究所に行き、

フィールドワークを行った。これは、中学２年生で行

う「歴史」ではなく、中学３年の平和教育の一環とし

て実施した 。事前に中学２年での太平洋戦争の歴史

と戦後の憲法制定の背景などの学びを行い、再度憲法

９条の意味を考えることを目的として実施した。生徒

の一部には、軍事に詳しいものがいたが、戦争に対す

る知識は、映画や一部の記録写真からであり、実際に

登戸研究所に展示してある「風船爆弾」の模型や電波

兵器そして中国大陸で展開された経済謀略活動のため

の偽札を製造などに対しては、真摯にその様子を受け

て止めていた。このように実物教育に対する効果は、

フィールドワーク後の生徒の意見などから明確な憲法

意識の変化が見られた。とりわけその後の授業では、

すでに自衛隊が海外派遣されている中での自衛隊の位

置づけや一方で自衛隊の災害・救援派遣される中で、

救援組織としての規定と自衛隊法との関わりの中でど
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のように判断するべきなのかなど、より具

体的な事例から憲法解釈を現実社会との関

わりを通して、討論することができた。

②裁判員裁判とディベート

次に高校３年での「現代社会」での「裁

判員制度」に関する授業実践をみていく。

2009年から実施されている「裁判員制度」

の授業は憲法教育を理解するうえで導入と

してやりやすい授業であるといえる。資料

として模擬裁判として実際に使用した台本

をしめしておく 模擬裁判用プリント１>。

授業内容としては、事前に「裁判員制度」

に関する映像資料を見たうえでその結果を

生徒が２つのグループに分かれてディベー

トするものである。

ここで、事前に見せる映像資料はNHK

「裁判員制度」である。その内容は公園で

のある殺人事件を巡って個々の裁判員が刑

罰に対して厳罰を求めるに対して実際の判

例での量刑との違いや状況証拠がないなか

での判決や裁判員のみならず判事の苦悩な

ども描かれているものである。とりわけ、

生徒たちは、自分自身が裁判員になった場

合のみならず量刑の判断、懲役と禁固そし

て執行猶予などの判断基準などについて大

いにディベートとして盛り上がる映像教材

として活用することができた。

この模擬裁判の授業は、多くの学校で中

学社会科・高校公民科を問わず実践されて

いる。しかし、一番の課題は、授業時間数

が限られており、効率的な授業展開を目指

す必要がある点である。

模擬裁判の授業のポイントは、生徒自身

が自ら考えて検察官と弁護人間での争点を

考えさせる点であり、さらには弁護人・検

察官の主張を比較する中で、自分たちの主

張を述べさせるものである。そして、最後

に判決を出すが、同時に実際の判例を示す

ことで、その判例をじっくり読み、法の解

釈・理解も行うものである。

とりわけ裁判員制度は、司法を身近に感

じてもらうのと同時に、司法に参加するこ

とで私たちの声が司法に反映されるのも目

的である。そして、「裁判は公平な第三者が

公正な法に則り議論を踏まえ判断を行うも

の」であり、「裁判員制度の目的とねらい」

もあわせて理解することが必要である。

授業の流れ・１限目>

・被疑者が逮捕されてから起訴され、被告

人となり裁判の判決が出るまでのプロセ

スを理解し、それぞれの権利について確
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認する。

・立候補または指名で配役を決め、【模擬裁判

プリント１】を配布し、読み合わせを行っ

ていく。

・机の配置を変更し実際の法廷をイメージし

た机の配置を行う。配役以外の生徒は、裁

判員として、これから行うロールプレイに

参加し、グループで判決を出す方法と各自

が判決を出す方法の２通りのパターンを示

す。

授業の流れ・２限目>

・模擬裁判を行う。配布資料の他に、検察官

及び弁護人（被告人）の主張や証人尋問、

被告人質問などの別紙の用紙に記入し、裁

判の論点を整理させる。

授業の流れ・３時限目>

・２・３限は連続授業で組むのが良い。

・この模擬裁判の感想を記入し、各グループ

での判決について票数を取らせて、各グ

ループの判決と個人で出した判決の違いや

その意見の相違などをディベートを行う。

以上の授業を行うが、ディベート次第では

３時間で終わることなく４時間になったとき

もある。生徒自身は、「有罪・無罪」の判断の

難しさ、自分の感情に流されてしまうもの、

裁判員制度で身近に裁判を感じることができ、

より人とは何かを考えさせられる生徒もいた。

その後に憲法に対する意識やメディアで示さ

れる裁判の判決などに対して興味がわくもの

である。また、この延長に法廷での裁判傍聴

なども入れるよりリアリティある学びとして

位置付けることもできる。

③労働基準法とアルバイト

最後により具体的事例として比較的短時間

で法律を理解できる授業として「アルバイト

と労働基準法」の話がある。これまでに様々

な学校現場においてアルバイトを通じた労働

環境や勤労意識などを題材としている実践が

あるので、ここでは簡単に触れていく。働い

ている時給（最低時給賃金の問題）や有給休

暇の取り方、雇用条件通知書を交わすことの

意味や給料支払い４原則、整理解雇と退職勧

奨の違いなど個々の状況を設定したうえで示

していくことで、労働者の権利意識と労働の

義務を学ぶことができる。

また、「いまの若者たちは昔と比べて勤労意

欲が低下している」「いまの若者には労働経験

が不足している」などの批判があるが高校生

の２人に１人、大学生の５人に４人がアルバ
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イトを経験しており、既に若者はアルバイトであれ、

正社員であれ、「基幹労働力」になっている。そこに

は、「働く」ことに共通する問題すなわち「若者にとっ

て働くということ」といった根本的な命題があるとい

える。

一方で、「若者と仕事」については、とりわけ若者の

離職が、中卒者で７割、高卒者で５割、大卒者で３割

にのぼり「７・５・３問題」としてよく取り上げられ

る。昨年、厚生労働省が「新規学卒者の離職に関する

資料」を発表し、入社から３年以内に離職した人の割

合を初めて業種別に公表した。３年前に大学を卒業し

た若者では教育・学習支援業と宿泊業・飲食サービス

業が48％、次いで生活関連サービス業、娯楽業が45％、

医療・福祉では38％と４割に迫るなど、サービス産業

のみならず政府が雇用の受け皿として力を入れている

医療・福祉でも高い離職率を示している。一方で製造

業は16％、次いで鉱業・採石業や電気やガスなどのラ

イフライン産業で７％となっているなど、業種で大き

な差があることも公表された。さらには、「給料が高い

職種ほど離職率が低く、給料が低い職種ほど離職率が

高い」ことも明らかになるなど、若者が安心して働け

る環境整備がより一層必要であり、そこでは労働環境

の意識改善を訴える力を法的な力として活用できるこ

とを知ることがいま求められているともいえる。

４、公民科教育とシティズンシップ教育の連携

冒頭で述べたようにシティズンシップ教育

が高校の教育現場において実践されはじめて

いる。このシチズンシップ教育とは、子ども

たちが将来、市民としての十分な役割を果た

せるように、近年、欧米諸国を中心に学校教

育に導入されている。とくに、ニートといわ

れる若者の就業意識の低下、社会的無力感や、

投票率の低下をはじめとする政治的無関心は、

深刻な問題とされ、将来を担う世代に、社会

的責任、法の遵守、地域やより広い社会と関

わることを教えなければ、民主主義社会の未

来はないとの危機感が広がってきたことも背

景にある。この「シティズンシップ（Citizen-

ship）」は、日本では、「市民性」と訳され、さ

らには「市民権」「公民権」などとも訳され、

国籍や参政権に近い概念であったものが、「市

民社会でいかに振る舞うか」といった概念へ

と広がってきている。

日本の公民教育（Civic Education）では、

政治や経済の仕組みを学習するに留まってい

るのに対して、英国の市民教育（Citizenship
 

Education）では、そのシステムに参加するス

キル、考え方、コミュニケーションについて

も学習する。たとえば、社会の問題を解決す

るために、どこから情報を仕入れ判断し、ど

のような手段（政治・ボランティアなど）を

用いるのか、どのようにして他者と合意形成を行うの

か、どのようにして相手を説得するのか、といったよ

り実際的な社会参加・政治参加を学習するものである。

話を最初に戻すと、昨今学校教育現場での厳密化や

生徒の規範意識の欠如さらには「道徳の教科化」や高

校への「道徳」の導入といった動きが盛んになってい

る。『ゼロトレランス』によるやり方は、短期的にはあ

る程度の効果はあるだろう。しかし厳密化すればする

ほど個々の場合の解釈基準の明確化などへと議論が矮

小化する危険がある。そのようなやり方ではなく、再

度、中学社会・高校公民科などでの法教育やシチズン

シップ教育をより実践し、積み上げていくことが重要

であると考える。そこには、今まで行ってきた学校教

育での法教育の問題も指摘できよう。条文暗記ではな

く生きた法律解釈や実践から学び取ることがより効果

がある。今後、中学社会科と高校公民科などでは、よ

り複雑な現代社会の在り様をいかにしてリアリティあ

る学びとして転換していくのか、それが今後の大きな

課題である。
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注

１ 過去の実例として挙げられたいじめの犯罪行為として、○

同級生の腹を繰り返し殴ったり蹴ったりする（暴行）○プロ

レスと称して押さえつけたり投げたりする（同）○学校に来

たら危害を加えると脅す。同様のメールを送る（脅迫）○校

内や地域の壁、掲示板、インターネット上に実名を挙げて、

「万引きをしていた」「気持ち悪い」などと悪口を書く（名

誉毀損、侮辱）○顔を殴打し、あごの骨を折るけがを負わせ

る（傷害）○断れば危害を加えると脅し、汚物を口に入れさ

せる（強要）○断れば危害を加えると脅し、性器を触る（強

制わいせつ）○断れば危害を加えると脅し、現金などを巻き

あげる（恐喝）○教科書などの所持品を盗む（窃盗）○自転

車を故意に破損させる（器物損壊など）○携帯電話で児童・

生徒の性器の写真を撮り、インターネット上で掲載する（児

童ポルノ提供など）

２ 平成23年度『都立高校白書』によると、都立高校生の素行に

対する苦情が平成19年の27件から平成22年の66件増加して

いる点や都立高校生の規範意識が低下していることに対し

て回答者の７割が感じていることが示されている。

３ 加藤十八『ゼロトレランス－規範意識をどう育てるか』、学

事出版、2006年、P４

４ 全国の公立高校生・障害児学校高等部生を対象に28道府県

４政令市144校、12,480が回答している。

５ 補問では、「どのような所で尊重されていないと感じていま

すか」では、「生活する環境」が48.4％で、次いで「学校」

が45.4％という結果であり、多くの高校生が基本的人権に

ついて、十分に保障されていないと感じている結果である。

６ 菅澤康雄「いま学校で何が起こっているのか」『主権者教育

のすすめ』p10、2014年

７ 同上

８ 中央教育審議会・教育課程審議会「社会科、地理歴史科、公

民科の現状と課題、改善の方向性」

９ 矢吹香月「『法教育』の意義と課題」岡山大学大学院社会文

化科学研究科紀要22号、2006年、P156

10 法教育研究会『はじめての法教育』ぎょうせい、2005年

11 登戸研究所は、戦前に旧日本陸軍によって開設された研究

所で、秘密戦兵器・資材を研究・開発しており、秘密戦の中

核を担っており、軍から重要視された研究所であった。終戦

とともに閉鎖され、1950年代に登戸研究所跡地の一部を明

治大学が購入し、残された研究所の建物を利用して作られ

たのが、「明治大学平和教育登戸研究所資料館」となってい

る。
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